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千葉正士*
要約
科学研究の作業を効果的に遂行するには、守るべきさまざまのルールを熟知して賢明に
応用することが不可欠であるo しかし学界にはこれを方法論として整理・体系化しようと
する着想が欠如しているo 私は、これをマニュアル化すれば研究者自身のためにも初心者
の学習のためにも益する所が大と信じ、自分の経験をル ル化して17年前の本誌にその試
論を寄稿した。
本稿は、研究生活も終着点に達した今、これを補正して完結させようとするものである。
内容は、研究作業の手法は、基本は周知のように個人研究であるが、共同研究の方がより
効果的な場合が多いので頻繁に行われており、また個人研究でも研究環境から与えられる
種々の研究協力が共同研究と並ぶ手法であるのにそのことの認識が欠けているので、この
2形態の研究手法につき方法論としてルールの整理を提案するものである。
1 .本稿の意図
1. 1 主題の意味と動機
本稿は、研究者の研究作業が成果を挙げるため
に不可欠な研究上の共同および協力の手法を考察
することを、主目的とする。ただし、以下の論述
は自然科学にも相当部分が妥当すると思うが、私
が当面脳中に置くのは社会科学における学際研究
である。
私は、17年前の本誌に共同研究論を寄稿した(表
3 -No. 9の千葉1984、以後前稿と言う)。その趣旨
*東京都立大学名誉教授
は、共同研究が学問的研究の実行に不可欠な手法
であるにもかかわらず、これを科学方法論として
体系化・理論化することについては研究者の関心
がほとんどなく、従って拠るべき成果も皆無なの
で j)、私はこれを遺憾とし学界はその手法をルー
ル化して体系的なマニュアルを用意すべきだと考
えて作った最初の試論であった。私が東京都立大
学を定年退職するにあたり、その勤務34年の問に
自分で主宰した18と先輩友人の主宰に参加した1
の共同研究で得た思恵を思い、経験を整理したも
のであった。
私の当初の専攻課目は、戦時中に東北大学大学
院で選んだ法哲学であったが、具体的には日本社
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会の慣行法をテーマとしこれを戦後となっても法
社会学として続けた。それが一応の成果を挙げた
ころ、日本を比較して理解するために他の非西欧
諸国の伝統法を知る必要を思い、法人類学にも踏
みこんだ。その問に私は、機会を掴まえては先輩
や友人の主宰する共同研究に参加するとともに、
自分でも小規模から始めて主宰を試みることにも
なった。 1966年アメリカ留学から帰った時、都立
大で始まった都市研究が諸社会科学を学習し科学
の学際的方法を試験する絶好の場と見てこれに参
加し、以後都市研究とともに共同研究の実行に努
めて、都立大退職の1983年までの経験を蓄積して
前稿を得た(その経過は前稿112-115頁)。
私の共同研究は、移った東海大学でも続いた。
それまで主テーマであった非西欧伝統法が前稿執
筆時にも未完成であった上に人類社会の固有法に
拡がり、その視野に新たなテーマとしてスポーツ
法学と時間論等が加わったからである。しかしそ
れらも2000年前後には一応の結末に達したので加
齢をも考慮して、新たな研究は打止めにし、後進
の検証を仰ぐために研究生活を回顧反省すること
にした。そこで、共同研究論の前稿も再検討した
上で補正して完結させる必要を感じたのが、本稿
の動機である。
1. 2 本稿の内容
前稿の主旨は基本的には現在も妥当すると思
う。日本の社会科学界では、以来20年近くの聞に
も本稿の主題に関係する論稿は依然として稀で、
私が知ったのは、『共同研究論~ 1992一冊に掲載さ
れた 3論文だけである(赤木1992;武者小路1992;
多田1992)。いずれも、共同研究の効果と注意点や
形態等を述べ貴重な資料には違いないが、それぞ
れの専門領域だけの論議に限られていて一般性を
欠いている。よって、前稿は今日でもその一般論
の出発点として意味があると考え、今回も自分の
経験を基礎に提案を完結させることにした。
再検討を始めると私自身が修正補充したい点に
も気づくので、本稿はその補正を一方の意図とす
る。だがやがて別の意図も加わった。前稿を生み
出した私の経験は都立大に在職した期間自分の研
究を遂行するために夢中であった時期にあたり、
夢中であったからこそ出来たことがあったのだ
が、夢中のあまり他を顧みる余裕がなかった。し
かし今になって気づくことは、共同研究の重要さ
は間違いないがこれを特記するならば、それと並
ぶ他の手法をも指摘した上で関連する手法の全体
像の中に位置づける必要があり、同時に他を含め
た全体像をも概観しておくべきことである。これ
を果たさなければ私の共同研究論は未完のままに
なるので、これを完結させるこが本稿の他方の意
図となった。それも不十分に終わらざるをえない
であろうが、後事は若い有志に期待してともかく
も私の記録を残そうとするものである。
共同研究と並ぶ他の手法とは、それと対照され
る個人研究、およびこの両者のいわば中間にある
形の研究協力である。よってまず以上の 3手法を
論ずることが研究手法を総合的に考察する出発点
になるであろう。そのうち共同研究は前稿の基本
を維持してよいと思うのでそれを簡潔に要約した
後に補正点を次項で述べることとし、次いで今回
新たに留意して検討すべく提案する研究協力の意
義を論じ、終わりに個人研究にも一言しておくこ
とにする。
2. 共同研究:研究作業の共同
2. 1 前稿の要旨 2) 
共同研究の基本的性質は、「共同作業・共同成
果・共同報告書公刊の三を主要要素とする研究作
業であり、報告書の図書刊行がその望ましい結果
である」とされたο 発表形態は、図書刊行を最善
とするが、刊行には困難な場合も不適な場合も当
初から望まぬ場合もある。図書に替わる次善が、
専門誌への特集としての掲載または連載、各共同
者の諸誌書への分載、部内資料の形での印刷・頒
布、さらに学会または研究会での共同報告、等々
である。それらの完成報告だけでなく、共同作業
によって蒐集された資料が貴重で資料集が有用な
こともある。
共同研究の性質上の機能としては、共同者にも
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たらす順機能が以下のように挙げられる。個人で
は得られない知識・資料および方法の交換による
入手、人間的交流を通ずる知己・学友の獲得、比
較的多額の研究費の調達、目的達成による学界へ
の貢献、各人の研究能力の向上すなわち有為な研
究者の育成、等々で、かならずしも定型があるわ
けではなくむしろ日に見えない成果が重要であ
る。ただし、それらの機能が十分に発揮されない
例も少なくなく、時には逆機能もありうることに
留意が肝要である。
上記した有形無形の成果を効果的に挙げるに
は、いくつかの条件ないし要因がある。基礎的要
因としては、学界の動向や施設・経費等の外在的
要因に、共同者の能力・意欲・倫理観などの内在
的要因もあるが、共同研究を組織運営するための
プラス要因にしぼると以下のものが挙げられる。
まず研究計画の内容は共同のテーマと方法を柱と
するが、共同者に魅力を与え意欲と責任感を当初
かきたてる上に、それも長くなるととかく冷えて
くるので中途でこれらを更新し継続させる工夫が
要る。その基礎条件は、各共同者が役割を確認し
ていて合同研究会を有効に重ねることだが、それ
を推進する誘因としては、最終目標は成果公刊の
場合だとしても、中途では合宿、学会報告、資料
集あるいは翻訳の作成、など中間目標を置くこと
が有効である。
共同者については、テーマに専門的知見のある
ベテランとともにこれと共同し自己改造までする
意欲のある若手も加わるのが望ましい。各共同者
は、自己の役割を自覚し共同作業に参加するため
に時間を十分に調整し、進んで個性ゆたかな各人
と作業でも人間性でも相互に同調できることが条
件である。また共同の効果を挙げるためには、外
国語や古文書、コンビューター・自動車等の機器、
等々特殊技能の持主も、また共同者聞に円滑な人
間関係を促進する外交的個性も、有用である。
共同研究は一つの研究組織を運営することで、
その作業は共同目的を遂行するための本来的業務
と付随的業務とに大別される。付随的業務として
は、研究計画の草案造りが初めにあり何回か書き
直すとともに費用の調達に腐心しなければならな
い。計画が実施されることになると、研究会の長
期と短期の予定を立てて実行することが多くの事
務を必要とするので、あわせて事務とくに会計の
担当者と方式を整える。これらは普通「雑用」と
呼ばれるが、その功は研究作業の進行を左右する
重要な業務であるからこれを一つの学問的貢献と
評価すべきだと、私は考えている。それらのいわ
ば直接的な業務のほかにも、関係ある団体や機関
への情報の提供と交換、財源や発表機会の模索な
ど、間接的な業務もある。
本来的業務は目的を果たすための研究活動なの
で、各共同者の任務とその遂行が前提となるが、
責任はその総括に任ずる主宰者に集中する。主宰
者は一共同研究を実際に組織・運営する責任者で、
発想の当初から他の機関や団体が関わり時には名
義上の主宰者が別にあることもあり、また実際に
は事務局を担当する幹事役の補助を受けなければ
ならないけれども、一般には共同研究の運命と成
果を左右する。その任務は、幹事役と一体となっ
て付随的業務を遺漏なく実行することもあるが、
研究計画を操作しつつ実施する本来的業務にその
本領がある。それには、一方では各共同者が役割
を完遂できるように、共同研究の意図・方針と進
行予定を熟知させ役割理解を促進するとともに、
共同者一人々々の個性と生活環境をも把握して
チームワークの高揚に努め、他方では研究の進行
状況について、各共同者の進捗状況を把握してお
きそれにより当初の作業仮説を書き直すなど常に
臼標を示すこと、がある。主宰者が個性によって
それらの任務に不適な点があっても共同者とくに
幹事役の理解と協力があれば乗りきれるので、そ
の主宰も結局メンバーの共同作業に依存する。
2. 2 前稿の補正
以上に要約された前稿の主旨につきその大綱を
維持したまま、表 1、2に記載した実例を資料と
して以下の諸点に修正を加えたい。
第一に、共同研究の概念が明確に規定されてい
なかったので、これを「複数の研究者が一定の組
織を形成して特定テーマの研究を目的とする共同
の活動」と明定する。この修正の意味は三点にあ
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表1 共同研究=主宰分
(。は主宰者<黒字>を助けて主宰を実質的に共同したもの、*は国際学界の企画を担当したもの。
財源に記載のないものは自費による。下線以上は前稿でも表示したもの)
実施年:企画名<財源 ァーマ名 参加者 成果
51-52 :ゼミ自主調査<大学費 都民法意識の調査 都立大ゼミ学生 千葉1954'
053 :委託調査<労働省費 赤線区域実態調査 泉靖一、平野竜一他 泉=千葉編1955'
53 :委託調査<東京都費 新島村自治慣行 江守五夫、学生 千葉19563
56 :委託調査<向上 桧原村自治慣行 柴田徳衛、北島正元他 千葉編1957'
57 :委託調査<向上 青梅市成木自治慣行 同ヒ、石村善助他 千葉編19585
。56-61:論文集編集<寄付金 広浜嘉雄追悼記念 中川善之助、他 中川他編19626
058-60・区史編集<区費 目黒区史作成 旗田鏡、石塚裕道他 千葉編19617，他
60・委託調査<東京都費 小平町自治慣行 都立大学生 千葉19618
62-63・ゼミ自主調査<大学費 郵便事故、越境入学他 都立大ゼミ学生 千葉1963a9，b10， 1965" 
062-63 :論文集編集 石崎政一郎古稀記念 野田良之、沢木敬郎他 野田他編1968"
68-69・マクニール研究会 紛争理論の再検討 石村善助、袖井孝子他 千葉編訳197013
71-72 :都市研究く都費 都市の総合的概念 太田秀通、中村宇美他 千葉編1973-75"
72-73 :古典論文選翻訳 法人類学の14論文 中村学美、小池正行他 千葉編1974"
*075 :国際会議組織<諸費 国際法社会学会=東京 川島武宜、石村善助他 Chiba 1976" 
*78 :国際会議部会組織 向上=ウプサラ 欧米豪印8名と共同 独比の 2誌に分載
71-83 :法人類学古典翻訳 ホーベル『未開人の法』 中村宇美と共訳 千葉=中村訳198417
77-86 国際共同研究組織<諸費 アジア固有法の比較 Baxi他アジア文化6国 Chiba， ed.， 198618 
79-87 :外国法共同調査<諸費 スリランカ固有法の実態 中村尚司、安田信之他 千葉編198819、他
80-81 :法人類学書翻訳 ロパーツ『秩序と紛争』 湯浅道男、鈴木輝一他 千葉監訳1982却
*83-84 法学研究<東海大学費 法学座談会12回 東海大教員 q去学研究資料~ 21 
83-93 :共同研究<向上 スポーツ法の可能性 法学体育両学部有志 千葉1990で 他
085-86 :紀要編集<向上 東海大法学研究所年報 佐藤功、他 『同研究所年報~ 23 
*87 :国際学会部会組織 国際法哲学会=神戸 14報告者を組織 千葉198924
88 :法の象徴性研究<学振費 Gusfield 招待 村山真維、神長百合子 千葉=北村198820
。*89-92: Arnaud事典編集 非西欧法部会分担 15論文を集めて掲載 Arnaud 1993へ他
吋1:国際会議組織<主催者費 非西欧諸国の法社会学 オニャテイ研究所主催 Chiba， ed. 199127，他
93-94 :入門書編集<出版社 『スポーツ法学入門』 学会員と共同 千葉=i賓野編199528
*95 : 国際会議部会組織 国際法社会学会=東京 Arnaud， Sack他 Arnaud=Chiba 1998'" 
95-96 :論文集編集 湯浅道男還暦記念 鈴木賢、小林三衛他 千葉編1997初
付表・成果の文献名("の文献は表3中に、十の文献は参考文献中に、記載)
1- I標本観察方法による法意識調査の問題点J 都立大『人文学報~ (11)， 2-w赤線区域調査報告書』労働省婦
人少年局。 3-W新島自治慣行調査報告書』東京都企画室。 4ー 『都下山村自治の実態調査報告書』向上。 5
『都下村落行政の成立と展開』向上。 6-W法と法学教育』勤草書房。 7ー 「六現代:戦前」他、都立大学術研
究会編 r目黒区史』目黒区。 8-W都市化と地方行政の関係』東京都企画室。 9-I立法過程における法的理念
と社会的利益」都立大『法学会雑誌~ 3 (1=2)0 10-I通学区域と越境入学」法政大学『法学志林~61 (1) o 1 
「わが国郵便及び鉄道荷物運送における損害賠償責任の変遷」都立大『法学会雑誌~ 5 (2)， 12-w現代ヨーロッ
パ法の動向』勤草書房。 13マクニール編『紛争の社会科学』東京創元社。 14-W都市の概念~ 8分冊、都立
大都市研究委員会。 15ラドクリフニブラウン他『法人類学入門』弘文堂。 16一“TheSearch for the Theory of Law， 
Hakone， 1975，" Sociologia del diritto， 1976 (1)0 17ー ホーベル『法人類学の基礎理論』成文堂。 18-Asian lndigenous 
Law， London: KPlo 19-Wスリランカの多元的法体制』成文堂。 20ロパーツ『秩序と紛争』西田書宿。 21
東海大法学研究所1884-870 22←「提唱・スポーツ法学JW東海法学~ (5)→千葉2001a"0 23東海大法学研究
所1885-860 24-I個別法文化を尊重して世界法文化へ」矢崎光閏他編『転換期世界の法』国際書院。 25ー「法
の象徴的機能研究とガスフィールドの意義JW法律時報~ 60 (10) 0 26-Dictionnaire encyclopedique de theorie et 
de sociologie du droit， 2間 ed.，Paris:L.G.D.J.o 27 -Sociology of Law in Non-悦写ternCountries， Onati: IISL→千葉編1994'0 
28-Wスポーツ法学入門』体育施設出版。 29←LegalConcepts in Cross-Cultural Perspectives， Jour. ofLeg. Plur. (41)。
30ー 『アジアにおけるイスラーム法の移植』成文堂。
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表2 共同研究=参加分
(黒字は主宰者、下線以上は前稿表示分)
No. 実施年:企画名<財源 テーマ名 主宰者/参加者 成果
1. 49-56 :都立大ヘーゲル研究会 ヘーゲル法哲学購読 高峯ー愚/坂野正高他
2. 50 :漁村調査<科研費 伊東の旧慣調査 辻清明/潮見俊隆他
3. 51-52 :村落構造調査<東大費 徳島県木屋平村調査 磯田進/石田雄他 千葉19551
4. 53-55 :同上 鹿児島県蒲生町調査 向上/大石慎三郎他 千葉1962'
5. 53-55 :農村調査<科研費 長野県琴科村の近代化 松田智雄/住谷一彦他 千葉1959a'
6. 57-58 :牧野調査<農林省費 全国牧野調査 近藤康男/古島敏男他 千葉1959b'
7. 54-56 林野入会調査<向上 入会権解体の実態 川島武宣/渡辺洋三他 千葉1959c5他
8. 56 :白治実態調査<都費 大島の地方自治 小倉庫次/松平斉光他 千葉19606
9. 58-64 :委託調査<厚生省費 医療事故救済制度 唄孝一/都立大卒業生 千葉19687
10. 60-62 :中国農村研究<科研費 戦前末弘調査の再検討 仁井田陸/生方直吉他
11. 61-62 :温泉研究<温泉協会費 温泉権の全国調査 川島武宜/渡辺洋三他 千葉19646
12. 68-69 :エチオーニ研究会 エチオーニ本購読 石村善助/栗原彬他
13. 76 :アスワン会議<主催者費 会議=法と社会変化 Yassin/アフリカ専門家
14. 76-78 :民博研究会<同館費 東南アジアの慣習法 石井米雄/石津良昭他 千葉19839
15. 92 :デンマーク会議<主催者費 Polycentricity提唱 Petersen/ Arnaud他 Chiba 199510 
16. 92-97 法文化比較<科研費 日韓法文化比較研究 今井弘通/五十嵐清他 千葉1993c1他
17. 93 :国際会議<東海大費 国家形成と下位文化 白鳥令/他 Chiba 1994↓2 
18. 94-96 :英書編集に協力、執筆 東南アジア諸国法 Tan Chiba 1997a日
19. 96 :オニャテイ会議<主催者費 変化渦中の法文化 Feest， Blankenburg他 Chiba 1997b1' 
20. 95-98 :フランス語書編集 非西欧法文化入門 Capeller、北村隆憲 W.C=T.K. 1998凶
21. 97 :日本比較法学会部会 比較法文化の試み じ木下毅/真田芳憲他 千葉 1998b16
付表 成果の文献名 ("の文献は表3中に、+の文献は参考文献中に、記載)
1-I村落共同生活秩序の類型」磯田進編『村落構造の研究』東京大学出版会。 2-I地域組織.鹿児島農村調査覚
書J(五)、東大『社会科学研究~ 13 (6) 0 3-I村落における家と同族的構成および身分階層制」勝本記念『現代
私法の諸問題』有斐閣。 4-I入会権解体の社会的要因」近藤康雄編 r牧野研究』東京大学出版会。 5ー「岩手県
岩手郡葛巻町江刈の事例」他、川島他編『入会権の解体~ 1岩波書底。 6-I大島の社会」小倉庫次編『合併と大
島の自治』東京都。 7- I紛争および紛争処理研究上の問題点」都立大『法学会雑誌~ 8 (2)→千葉1980七 8 
「伊香保」川島武宣他編『温泉権の研究』勤草書房。 9-I法学における慣習法の概念J~国立民族学博物館研
究報告~8 (1) o 10ー “Legal Plluralism in Mind，" in Petersen & Zahle 1995 + 0 11ー 「非西欧法理論研究の現在的
意義J~北大法学論集~ (44)他→千葉1998ぷ。 12 “Sports Law as a Sub-Culture and Supra-Culture，" 東海大『行
動科学研究~1994 (3)→千葉2001a七 13-“Japan，" in Tan 1997+ 0 14-“An Operational Definition of Legal Culture." 
in Feest & Blankenburg 1997+ 0 15 W. Capeller & T. Kitamura， eds.， Introduction aux cu/tures juridiques non 
occidentales: autour de Mas可iChiba， Paris: L.G.D.J.o 16-Iインド法文化圏J~比較法研究~ (60)。
る。ーは、共同研究がそれを特定の目的とする組
織によることを前稿では諸処で言及しながら明示
しなかったので、組織性こそ、本稿が新たに述べ
る個人研究および研究協力との相違点として共同
研究を特徴づけたいことである。二は、共同者は
研究者(その意味は3. 2で後述)に限られ、次
ぎに述べる研究協力の場合に協力者に含まれる非
研究者を除くことである。三は、前稿が共同研究
の結果を図書で刊行することを最善としたことを
今回否定するのではないが、共同者が共同作業の
聞に果たす自己錬磨という潜在的な効果の意義を
一層重視し、それが効果的ならば発表形態は次善
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の諸形態であっても共同研究の実は大きいと認め
たいことである。
第二に、共同研究には順機能が多いけれども実
は逆機能の可能性も大であるから、これを適切に
防止すべきことに、前稿では言及したが散発的
だ、ったのでその重要性にかんがみて纏めて警告を
発しておきたい。たとえば、若干の共同研究とく
に研究機関の内部組織が担当するあるいは諸団体
から委託されるものには、実は無用な図書・資料
等の購入、研究会と称する物見遊山的旅行、責任
遂行を見せかける無内容の報告書の形式的作成、
等々がとかくあって、有効な学問研究ではないの
に研究エネルギーと研究費の無駄遣いであるもの
も、ある。また、長期にわたるあるいはメンバー
数の多いものには、研究上の困難に逢着する、メ
ンバーが意欲を失いひいて脱落する、発表・報告・
印刷等の目標がなくなる、等々研究作業の停滞が
起こりやすく、時には作業を中途で打ちきらねば
ならないことも起る。そのような逆機能を防止し
順機能を促進するために、メンバーとくに主宰者
と幹事役は自己の個人研究を一時は停止せねばな
らないこともある。それが自己犠牲に終わること
なく反対に長期的には本人の個人研究の前進に役
立つのでなければ、共同研究の意味は半減するの
で、この点の顧慮が最初の組織から以後の運営万
般に要請される。
第三に、研究費の獲得と利用にある不便むしろ
障害である。機関の内部や団体の委託による場合
には予算消化のために潤沢に使用できることもあ
るようであるが、多くは反対に十分な研究費の獲
得が困難で、苦心して得られでも不足なことはま
だしも、利用の不便さは研究の遂行を妨害さえす
る。とくに科学研究費にいちじるしいように、手
続の煩墳、会計年度の限界、しかも実際の給付の
遅れ、等々は補助金制度は真に研究補助をする気
があるのかと疑いたくなるほどである。日本は、
目的に即して手続・時期・期間等に寛容な補助金
制度を原則としなければ国際社会に伍する研究活
動は遅れるばかりである 3)公私の研究補助金が
全体として欧米と比べて少ない上に、科学研究費
等公費はその条件と慣例の厳しさにより受給者に
偏りが生じており、民間の財団などによる私費は
一部を除き審査が的確になされているか信頼感に
欠けることもある。
最後に、組織性がなくとも可能な共同研究があ
りうると思うが、例外的なので有志将来の検討に
委ねざるをえない。
3. 研究協力:研究作業における協力
3. 1 着想の経緯
共同研究は、方法論としての学問的検討まして
整備はなされていないとしても、実際には当然の
手法として頻繁に実行され、その観念は疑われる
ことなくその語も術語として定着している。これ
に対し本項が主題とする研究協力は、日常用語の
意味の協力が学問研究において種々の形で行われ
ているにもかかわらず、学界はこれを研究手法の
」特殊形態と認識することはなく、したがって術
語として使用することもない。ここではこれを研
究手法として共同と並べようとするのであるか
ら、上記の共同研究と対照できるようにその概念
および意義内容を整理して特定することが求めら
れるであろう。しかし私自身もこのテーマは着想
してまもなくであるからそれを十分に果たす自信
はない。こういう場合はむしろ、私が着想した事
実の経緯を正直に告白して提示することが、読者
に事の共感と理解ひいて賛同・協力を期待できる
と考える。
私は前稿の再検討を始めた時、まず共同研究に
対照される個人研究の性質を自分の経験から反省
してみた。そしてただちに気づいたのは、自分の
個人研究と言ってよいものは確かに少なからず
あったが、その大部分は全くの自分個人だけの力
によったのではなく、その作業のプロセスでは同
じ研究者である学界の友人はもとより、研究作業
に種々の形で関係するその他の非研究者からも、
さまざまの思恵を受けたからこその成果であっ
た、ゆえに私の研究環境からうけた協力の賜物な
ことである。よって、研究手法には共同研究と個
人研究のほかに研究協力と言ってよい形態も類型
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化できる、むしろそれを試みるべきではないかと
考え、それに該当する事例を表記したのが表3で
ある。
私が恩恵を受けたとまず感じたのは、神社慣行
や都市研究や非西欧法など法学界では異例のテー
マを追い続けていた前期にも、まず実態調査に協
力を惜しまなかった現地住民がいたこと、ついで
法学外で語りあえる友人がいたこと、および国内
でごく少数だ、ったがこれに賛成し激励してくれた
法学界の先輩も居たこと、である。その後世界の
多元的法体制ないし法文化を追った後期には、と
くに知りあった外国の友人方から種々の好意と教
示に恵まれ国際学界で活動する便宜をも与えられ
た。そして晩年には若く積極的な理解者が出てき
て、とくにスポーツ法学では学会を結成した友人
方、時間論では文献について便宜を提供してくれ
た若手諸君数名の応援を得たことである。他方、
研究計画の企画と実施に不可欠な資金について
は、多くの場合は落選の不運か受けられる補助金
の少なさを嘆じつつも、自分が大事とした企画に
は幸いにも科研費その他から必要な補助金を獲得
でき、家計からの捻出もできたことである。また
成果については、論文は所属の大学と学会と出版
社の雑誌が掲載を、図書はいくつかの出版社が刊
行を、受け入れてくれる好意を得た。それらが可
能であった背景を思った時、勤務先の大学と所属
した内外の学会等の環境が、私には十分に活用可
能で有用なものだ、ったこともある。
3. 2 研究協力の諸形態
協力の用語は含意が広いからここで研究協力を
術語とするには、その意味を限定する必要がある。
広義に解すると、一研究者個人が、他の研究者の
多くの文献を探索し参照すること、そのために図
書館等その所蔵先を利用すること、そしてこれを
読解・利用して成果を何らかの機関に発表するこ
表3 研究協力の成果
No. 成果
1. 11949: w人間と法』丁子屋書活
2. 11950: W法学の対象』文京書院
3. 11957: W法社会学と村落構造論』日本評論社
4. 1 1962: W学区制度の研究・国家権力と村落共同体』勤草書房
5. 1 1964: W法思想史要説』日本評論社
6. 11969: W現代・法人類学』北望社
7. 11970: W祭りの法社会学』弘文堂
8. 11980: Wi去と紛争』三省堂
9. 11984: I共同研究の効果をあげるためにJW総合都市研究~ (21) 
10.い986:W要説・世界の法思想』日本評論社
11. 11988: W法社会学:課題を追う』成文堂
12. 11989: Legal Pluralism，Tokyo: Tokai U.P. 
13.11991: W法文化のフロンティア』成文堂
14. 11992-2001: I法と時間J1-5， W東海法学~ (8， 9， 22， 24， 26) 
15. 11994:編『アジア法の環境』成文堂
16. I 1998a: Wアジア法の多元的構造』成文堂 l 
17. 12000: I法理論研究者の尊厳Jヨンパルト古稀記念論集、成文堂
18. 12001a: Wスポーツ法学序説』信山社 | 
19. 12001b: I研究の共同と協力JW総合都市研究j(75) 
協力者
出版社とそれに推薦したー先輩哲学者
出版社とそれに推薦した一同僚
表1-Noふ4，5，表2-No.2-5の知友、出版社
調査地住民、出版社
出版社
国際学界の知友、出版社
調査地住民、出版社
表1-No.11，表2-No.9の知友、出版社
表1-No.l2の知友と編集者
国際学界の知友、出版社
国際学界の知友、出版社
表1-No.17，18の知友、手ヰ研費、出版社
国際とくに非西欧学界の知友、出版社
日米の少数の知友、編集者
表l-No.26の9共同者と8訳者、出版社
日本と国際学界の知友、出版社
国際学界の知友、出版社
表1-No.21， 27の知友、出版社
日本と国際学界の知友、編集者
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とにも、その過程で関係する相手方すべての協力
があったと言える。しかし研究者がその研究を本
人の意図で開始し自己の責任で遂行し、また相手
方もそれに定例・通常の業務として対応するかぎ
りは、研究作業と同義に等しいから、これをここ
に特記する必要はなく個人研究の範暗に属すと理
解してよいであろう。協力を特記する必要のある
のは、特定の研究者に対して相手方が特別の好意
をもってする場合である。よって研究協力 4)は、
個人研究の遂行に関して他の研究者・研究機関そ
の他関係者から享ける特別の協力に限定すること
とし、私にとってそれが顕著であった例を表記す
ると表3が得られる。
用語の概念規定も必要である。研究者は、経歴
や職業の如何を問わず「科学研究を実行する者」
を広く含む0)0 (研究)協力は、「一研究者の個人
の能力では及ばない援助を特別にすること」を言
い、援助の目的物は、研究内容に関する教示・示
唆や資料・文献等、研究実施に有用な資金・施設
等、研究成果を掲載・刊行する雑誌・図書類が主
だが、本人が特別な援助と受け取るかぎりほかに
も多様な形態がある。私の経験では、共同研究に
参加して研究費の利用に浴し個人ではできない調
査研究を実行でき成果公表の機会を与えられる等
は、共同研究の組織と共同者の協力であった。国
内では、個人研究と思っていたものにも上記の協
力をさまざまに享け、とくに実態調査ではこれを
好意的に受け入れた地元住民と関係者の協力が
あった。国際学界でも協力を得た。私の非西欧法
論に注目する知友がとくに非西欧の研究者に数は
多くないが居たし、外国の研究者との共同研究お
よび、外国での学会への参加に補助金を出した欧米
の財団もあり、私の欧文論文を掲載する外国の誌
書とくに英文著書を発行した出版社もあった。
(研究)協力者は、最広義で「研究者の研究上の
外部諸条件の総体」を意味させることにするから、
また広義で研究環境と言いかえてもよい。具体的
には三種に大別される。ーは研究協力をする個人
で最狭義の研究者である。研究内容の協力につい
ては同じ研究者であることが原則であろうが、そ
の条件とくに資料や機会・費用などを提供するこ
とでは非研究者も可能である。二は研究協力を主
な目的とする組織で、研究のための施設・便宜等
を用意している大学・研究所・図書館その他の研
究機関、研究を共同・協力するために組織される
学会・研究会等の研究組織、研究資金を提供する
国・財団・協会・会社その他の助成団体、等々で
あるから、狭義の研究環境と言ってよいものであ
る。三はそれ以外の社会集団から不定型の社会関
係までを含むもので、各研究者が国の内外に持つ
個人的な友人関係と研究活動はもとより、生活の
場である家庭と職場その他一般の社会交渉と社会
活動ひいてマスコミも、研究者自身が積極的に利
用するならば、すなわち研究者本人がその中から
何らかの資料を引き出すならば、協力者の役を果
たす場合がある。
3. 3 研究協力を得る方途
問題はそのような研究協力者から協力を引き出
す方途である。私の知った限りでは、西欧のいわ
ゆる先進国とくにアメリカでは研究環境が整って
いて、研究機関に在職していれば研究協力につい
て情報を入手することも選択して利用することも
居ながらにしてできるから、そのために特別の努
力をしなくともよいように見える。これに対して
非西欧諸国では研究環境の整備が遅れていてその
情報も利用も一部の特権的階層に限られる傾向が
あるから、意図する研究を遂行しようと願う研究
者は先進国に頼るほかなく、それが先進国の研究
者とは比較にならないハンディキャップとなって
いる。日本は大雑把に言うと先進国に近い方だと
してもまだそれには及ばないどころか、不便の点
では両極端の中間にある。
そこに日本の現実問題がある。まず研究環境に
関する情報を座して待つだけでは不足するから、
研究知友・研究機関・研究組織・助成団体等の内
外の協力者から、受動的ではなくこれを自分で蒐
集する努力が要る。そして多数ある候補の内から
狙いを定めてアプローチする積極的な能動性が欲
しい。ただし当然ながら、アプローチは無駄に終
わることも避けがたいので単なる機会漁りに堕さ
ないよう慎重にしなければならない。実際に研究
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環境のと、れかに応募するさいには、形式上の手続
だけでなく協力者本人または担当者と個人的に接
触して真意を伝えることが有効あるいは必要なこ
ともある。また然るべき学界の知友の紹介が概し
て有効だからそのような知友を平素から作ってお
く心構えも役立つ。そのことは内外を問わないが、
私の経験では外国関係で知友のありがたさを感ず
ることが多いへそのように知友を作っておくた
めには、何よりも自分が常に真実の心で先方に対
応せねばならない。たとえば、業績を献呈された
り問い合わせを受けたりしたらなるべく時をおか
ずに正直な所見を添えて応ずることで、先方が当
方の正直な直言に反発するならば、それは縁なき
衆生である。
その意味で研究上の知友を増やして大事にせね
ばならないが、一般に研究環境とくに研究機関・
研究組織・助成団体等の担当職員に対しでも、研
究者は研究内容には無縁の事務員と扱う傾向があ
り事実無理解な職員もいるけれども、かれらも職
務に忠実そして利用者の意に適うようにと意図し
ているはずであるから、その意図を励まし研究協
力の実効を挙げさせ働く喜びに当方が手伝うこと
になれば、当方自身の得でもあり回り道ながら日
本の研究環境の改善にも繋がる。
要するに、研究作業は、本来は個人研究を基礎
とするが、これを効果的に遂行するには、研究環
境を熟知・整備・活用すること、そのために研究
環境の担当者と信頼関係を築いて特別の協力を引
き出すことが要諦である。結局結論は、研究も人
なり、である。
4 むすび
当初は結びに入る前に個人研究を共同研究と協
力研究と並べて論ずる予定であったが、表 1、2、
3を作成して共同研究と協力研究を考察してみる
と、私の編著書で個人研究にあたるものはすべて
そのいずれかに含まれて、残るものは個々の論文
だけになってしまった。それを表示して個人研究
を論ずることもできないのではないが、そもそも
個人研究は学問研究の基礎手法であるから簡単に
すませることもできず、ここで中途半端なことを
言うよりもすべてを有志読者の考察に譲る方が賢
明であろう。
よって、本稿は簡単ながらこれで結ぶことにす
る。結論として言えば、およそ科学研究を志す者
は、その個人研究を進めるためにも、共同研究の
組織的手法を一層整備して応用し、同時に研究協
力の方途を確保して実効を挙げるために、これら
を科学方法論として精確に考察し直し、私が個人
の経験に頼って整理してみた上述の提案を原型が
なくなるまで修正して完成することを念願してや
まない。両手法とも、研究作業の関係者をいかに
活用するかで決定されると言うことができるか
ら、「研究も人なり」は本稿の全体に通じて妥当す
る。
j主
1)欧米では、戦後に社会科学方法論の反省が真剣に
行われたり中でもパートランド・ラッセルとウィー
ン学団の名で知られる記号論理学ないし論理実証
主義、 トーマス・クーンのパラダイム概念、 トー
ルコット・パーソンズとロパート・マ一トンの社
会学理論などが、模索の方向を示した。それとは
別に、アメリカでは実態調査者の被調査者に対す
る態度が professionalethicsあるいは巴thical
dilemmaとして問題となり、人類学会と社会学会
は特別委員会を設けて長い間検討を続けた。
2)前稿が使用した素材はそこに表記した(126-127
頁)とうりで本稿でも変わることはないが、当時
は未完であったものでまもなく完了したものがあ
り、今回全体を通観するにあたっては体裁を若干
変更したい点もあるので、本稿でもそれを含めて
全体をまとめて掲げることにした(表 1、2)。
3)私の経験では、アジア6カ国の友人との国際共同
研究(表1中の No.17)を組織して研究費の調達
を図った時、当初日本の三菱財団に相談したが跨
賭したので、フォード財団の当時東京にあった事
務所を訪ねたところ、英文がまだ不完全だった企
画書を担当者がただちにニューヨークの本部に送
り、早くも約2ヵ月後に希望した予算に補助を得
たので、再び三菱財団に交渉しその補助も認めら
れた。 日米の差を痛感させられた次第であった。
4)研究協力は共同研究の対語であるから、用語とし
ては協力研究の方がふさわしい。しかし、共同研
究は研究内容の共同であるのに対し、ここでの協
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力は研究内容だけに限らず機会や費用その他外部
環境に関するものをも含むので、用語法を変えて
研究協力とした。
5)私は、研究者の概念を別に規定したことがある。
「学問の水準を熟知しさらに創造しようとする」真
の学者で、他の教育者・管理者・解説者等のいわ
ゆる学者と区別したものである(表3-No.17の千
葉2000)。しかしここではそれよりも広く、非研究
者でも科学研究の一端にあたる業をする者をも顧
慮する。
6)私がこのことを最も痛感したのは、前注 3)で言
及した国際共同研究の成果を刊行する出版社を探
した時である。私はアジア諸国j去の比較研究に関
心ある三出版社を候補に選び、 1978年ウプサラで
開かれた国際法社会学会年次会議に参加したさ
い、ハーグの MartinusNijhoff社から図書を出版し
たことのある同学会会長の紹介で、またロンドン
のRoutledge& Kegan Paul社から出版経験ある副
会長の紹介で、二社を訪ねて企画を説明し関心を
要請した。返事は、前書は月並みだ、ったが後者が
強い希望を示したので以後はこれに絞って英文編
書の刊行が出来た。紹介者は二人とも1975年われ
われが主催した日本の年次会議にも参加して日本
と私をよく知ってくれていたからであった。
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This is to propose to systematize a practical know-how for social sciences based on the author's 
personal experiences， Joint research is defined as “scientific research by an organized group for a 
specific purpose，" and a variety of related rules which are effectively practiced by countless examples 
are put into a set of propositions. Cooperation in research is defined as “various forms of cooperation 
to scholars who endeavor to perform their personal researches，" and the effective rules for it are 
similarly put into another set of propositions. 
